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― はじめに ― 
 

この要領は、「自転車等機械振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関

する規程」及び「小型自動車等機械振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法

に関する規程」（両規程を総称して以下「機振規程」という。）第33条及び第36条の規定に

基づき、補助事業の表示の方法を定めるとともに、補助事業の諸手続に関して必要な事項を

定めたものです。 

本要領に示した書式に適合しない、必要書類が整っていない書類は受理できません。不明

な点がありましたら、提出前に必ず本財団担当者に相談してください。 

補助事業の実施にあたっては、機振規程及び本要領に定めた事項に従って補助事業の事務

処理を進めてください。 

なお、上記規程については、ＪＫＡ補助事業ホームページより閲覧できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 公益財団法人 ＪＫＡ 補助事業部 

 機械振興事業課 

 〒108-8206 東京都港区港南一丁目2-70 

                品川シーズンテラス25階 

電 話 番 号 補助事業部 03－4226－3505  

問い合わせ時間 平日の 09時30分 から 12時まで 

  13時 から 17時30分まで 

 URL  http://hojo.keirin-autorace.or.jp 



 

- 2 - 

 

補助事業の事務手続きの流れ

P．10・22

平成30年5月31日

P．24

P．26

P．32

　事業完了後速やかに

P．36

P．52

確定通知書受理後

１ヶ月以内

平成32年4月頃
（Eメールで自己評価書
を提出）

補助事業監査

監査通知書

精算払申請書

補助事業の状況に
関する報告書

「購入業者決定報告書」
は、「補助事業の状況報
告」を兼ねる

本財団

完了報告書 事業完了後2ヶ月以内

補助金の支払い

補助金交付決定通知
平成30年4月1日

購入業者決定報告書

提出書類締切日

標識の送付依頼書

補助金交付誓約書
銀行振込依頼届

業者決定後ただちに提出

補助金の確定

補助金確定調査

調査実施通知書

補助金確定通知書

 

補助事業の流れ

事業完了

補助事業

補助金交付決定
・事業開始

補助事業者

補 助 事 業 監 査

取得物件管理に
関する誓約書

補助金確定調査

自己評価（１回目）の実施

自己評価（２回目）の実施
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   …交付決定を受けた後、補助事業を実施してください。 

※補助事業実施にあたっては、「1．補助事業の実施に関する注意事項」(P.4～8)を遵

守してください。 

 
   …交付決定の内容を受諾する場合は「補助金交付誓約書」を提出してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 …事業完了日については（P.37）を参照してください。 

 
 
 …事業完了後、速やかに申請してください。 

 
 
 …事業完了後、事業の実施状況・実施結果及び成果について自ら評価していただくととも

に、自己分析（要因分析）を行ってください。※詳しくは、別冊「評価要領」を参照し

てください。 
 
 
 
               …事業完了後、2 か月以内に完了報告書を提出してください。 
 
 

 …実地調査を行う場合に限り通知します。 
 
 …完了した補助事業について、補助事業が目的どおり、適正に実施されたかどうかを調査

します。 
 
 …調査の結果、補助事業が適正に実施されたと認めた時は、補助金の額を確定します。 

（この確定を受けるまでの補助金は、暫定的な支払いという事になります。） 
 
 …補助事業により取得した物件を、定められた期間管理してください。 

 

 
 …事業完了から一定期間経過後の成果・波及効果について、自ら評価してください。 

（実施時期：平成 32年 4月頃）※詳しくは、別冊「評価要領」を参照してください。 

 
 
 
 …補助金の額の確定後、本財団が必要であると認めた場合に、補助事業の適否等について

監査します。 

補助金交付決定 

・事業開始 

補助金交付誓約 

事業完了 

精算払申請 

自己評価 

（1回目） 

補助金確定調査 

補助金の確定 

取得物件管理 

自己評価 

（2回目） 

補助事業監査 

調査実施通知 

完了報告 
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1．補助事業の実施に関する注意事項 

 
  

＜補助対象期間＞ 

平成30年4月1日から、原則として平成31年3月31日までです。 

 

＜交付条件＞ 

1．補助事業の実施にあたっては、「自転車等機械振興事業に関する補助事業の選定の

基準及び補助の方法に関する規程」及び「小型自動車等機械振興事業に関する補助

事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程」」（以下両規程を称して「機振規

程」という。）、「補助事業実施に関する事務手続要領」及び交付決定通知に記載

されている諸事項を遵守すること。   

なお、補助事業者が、「機振規程」第29条に該当した場合は、補助金の交付の決定を

取り消すとともに、第30条により補助金の返還を求めることもある。 

2．補助事業の計画及び方法並びに収支予算を変更しようとする場合は、あらかじめ本

財団の承認を得ること。 

ただし、当該事業の完了後の決算における節間の支出の過不足を調整するための補助

対象経費の流用については、流用額が最終予算額に対して20％以内である場合は、

本財団の承認を必要としない。 

3．補助事業により取得した1件50万円以上の物件(以下「補助物件」という。)を本財団

が定めた管理期間内（補助事業の完了日の属する年度の終了後５年間）においては、

これを補助金交付の目的に反して使用してはならない。また、管理期間中において

補助物件を譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し、若しくは改廃しようとす

るときは、あらかじめ「取得した物件の処分に関する承認申請書」を提出し、本財

団の承認を受けること。 

4．補助事業者が法人である場合は、定款又は寄附行為、事業報告書、財産目録、貸借

対照表、収支決算書及び役員名簿等の情報公開を行うこと。 

5．事業の実施にあたっては、事業等の設定方法や事業評価体制の適正運用に鑑み、次

の事項を遵守すること。 

① 補助事業である旨の表示 

② 補助事業実施内容及び成果の公表 

③ 自己評価の実施 

6.  補助事業により、無体財産権を取得したときは、本財団に報告すること。 

7． 交付決定時に「補助事業審査・評価委員会による主な意見（抜粋）」が付された場

合は、今後事業の継続又は縮小等の判断の一要素となるので、その対応にあたって

は十分留意すること。 

8.  複数年研究については、継続研究（複数年）に関する承認申請書の内容を基に２年

目の承認の認否について判断するため、申請書の記載にあたっては十分留意するこ

と。 

なお、承認されなかった場合には２年目の補助金の交付の決定を取り消し、事業の

完了期限を平成31年3月31日とする。 
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（1）提出書類作成にあたって 

補助事業の実施にあたっては、必要な時期に、必要な書類（申請、報告、届出等）を

提出してください。（「補助事業の事務手続きの流れ」P.2参照） 

 

① 書類作成について 

ア．提出書類の様式はJKA補助事業ホームページからダウンロードし、作成してください。 

イ．提出書類の表紙右上には、交付決定通知に記載された整理番号（2018M－○○○）を

必ず記入してください。 

ウ．提出する書類は、Ａ4判・横書き左綴じとし、2つの穴をあけ、綴じ紐で綴じて提

出してください。 

➢全ての書類は片面で作成してください。 

➢Ａ3判の書類等は、Ａ4判の大きさに折り、綴じ込んでください。 

➢添付書類が多い場合には適宜タックインデックスを利用する等、見やすいものに

してください。 

 

② 書類提出について 

ア．提出期限を厳守してください。本財団担当者宛に締切日必着で送付してください。 

イ．提出書類には補助事業者の文書番号、発信年月日を記入してください。なお、住

所、補助事業者名、代表者名及び印鑑は法務局に登記している内容と同一のもの

としてください。 

 

（2）事務手続きにあたって 

① 経理処理について 

ア．補助事業に関する経理については、他の経理と区分して処理してください。 

イ．補助事業専用の金融機関の口座を設けてください。また、補助事業に関する全て

の入金（補助金だけでなく自己負担金も含む）及び支払いは、この口座を通して

ください。なお、振込手数料は補助対象外です。 

ウ．当該事業年度の補助金としての支払い対象となるのは、補助対象期間内に契約（申

込）、実施した経費のみです。 

エ．本財団に提出した書類の控えは必ず保存してください。補助事業に関する全ての

必要書類、証拠書類、印刷物等の作成物、帳簿等は、補助金の支払いを受けた日

から5年を経過する日又は補助金額確定日から2年を経過する日のいずれか遅い日

まで保存してください。 

 

② 業者選定方法について 

ア．原則３者以上の入札により業者を決定し、契約書を作成してください。 

イ．発注等を行う際は、補助事業者の役職員が従事している等の利害関係がある業者

は避けてください。 
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（3）補助事業者ホームページでの JKA補助事業バナーの表示 

交付決定通知受領後は、JKA補助事業ホームページからダウンロードしたバナーを必

ず各補助事業者ホームページのトップページに表示し、リンクしてください。 

※バナーの表示期間は、管理期間内（補助事業の完了日の属する年度の翌年度から 5年

間）となります。 

 

 

（4）補助事業である旨の表示 

補助金の支払申請時、補助事業である旨の表示が行われたことを確認してから支払い

ます。補助事業の実施の際は、必ず以下に従い競輪やオートレースの補助事業であるこ

とをシンボルマークとともに表示してください。 

※ 支払い時には、証拠書類として物件（補助標識シールの表示が確認できるもの）

等の写真が必要となります。なお、提出された写真は支払いの確認並びに補完す

る目的にのみ使用し、他の用途には使用しません。競輪及びオートレースのシン

ボルマークは、JKA補助事業ホームページから、ダウンロードしてください。 

 

① 機器本体及び付属品表示について 

補助事業により取得した機器本体及び付属品には、下図に示す標識シールを、目

立つ場所に貼付してください。 

なお、標識シールについては、取得物件の大きさに合わせて選択し「標識の送付

依頼書」（P.24）に必要な種類・数量を記入の上、物件取得日に間に合うよう担当者

に送付してください。 

また、1件50万円以上の取得物件は、5年間（管理期間中）管理してください。 

以下に示す書類を必要に応じて提出してください。 

・完了報告の際の「（別紙 3）補助事業取得物件報告書」  ······  P.41 

・取得物件の管理に関する誓約書  ····························  P.52 

・取得した物件の処分に関する承認申請書  ····················  P.54 

 

〔標識シール〕  寸 法 特大 12.5cm × 18cm 

 大 6cm × 7.5cm 

 中 3.5cm × 5cm 

 小 2cm × 3.5cm 
 

（必須）「JKA 補助事業バナー」 

  
<http://hojo.keirin-autorace.or.jp> 

 「KEIRIN.JP」  「Autorace Official Website」 

 又は   
 ＜http://keirin.jp＞  ＜http://autorace.jp＞ 

http://ringring-keirin.jp/common/images/banner-keirin.jpg
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（事業実施効果を簡潔にまとめて記述してください。） 

シンボルマーク 

 

競輪及びオートレースのシンボルマークは、JKA補助事業ホームページから、ダウンロー

ドしてください。 

 
〔注 意〕 

マークの使用については下記をそれぞれのサイズに拡大、縮小してください。 

●シンボルマーク 

①競輪 ②オートレース 

（縦版） （横版）  

 

 
 

 

 

 
 

 

   
 

    

 

 

 

 

公表例 

 

 

 

 

 

         競輪*2補助事業完了のお知らせ 
 

この度、平成○○年度の競輪*2の補助を受けて、以下の事業を完了いたしました。 

本事業の実施により、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

記  

 

事 業 名 平成○○年度○○○○補助事業  

事業の内容 ○○○○○○○  

補 助 金 額 20,475,000円  

実 施 場 所 ○○県○○市○○1丁目 1－1  

完了年月日 平成○○年○月○日  

 

 

 

                                
○○県知事 ○○ ○○ 

 
＊1 オートレースの補助事業の場合は「オートレース」のシンボルマークを表示 
＊2 オートレースの補助事業の場合は「オートレース」と記入 

機器の写真 

*1 
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② 補助事業者ホームページでの事業の公表について 

本財団の補助金を受けて実施した事業の進捗や成果を、積極的に補助事業者ホー

ムページ上で公表し、競輪又はオートレースの補助金を受けて実施した旨を入れて

ください。 

例） ・この事業は、競輪＊の補助を受けて実施した事業です。 

 ・この事業は、○○が競輪＊の補助を受けて実施しました。 

＊オートレースの補助事業の場合は「オートレース」と記入 

※事業完了後は、管理期間（補助事業の完了日の属する年度の翌年度から5年間）に

おいて、その成果を必ず補助事業者ホームページ上（ブログ・フェイスブックを除

く）で公表してください。 

P.7（公表例）参照 

 
②  広報物品の貸出等について 

本財団では、より一層の補助事業の周知・広報活動を図るため「補助事業のポス

ター」等の各種広報物品を用意しておりますので、JKA 補助事業ホームページから、

フォーマットをダウンロードの上、申請してください。 

 

（5）補助事業に係るイベント等実施前・後の告知 

当該補助事業に係るイベント（講習会、セミナー等）を、JKA 補助事業ホームページ

においても広く一般に情報提供いたしますので、概ね 1ヶ月前までに JKA補助事業ホー

ムページから、フォーマットをダウンロードの上、申請してください。 
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2．調査及び補助金の確定について 

補助事業が完了して完了報告書が提出されると調査を実施し、補助金の額を確定します。

調査は関係書類その他必要な資料の審査により行う場合（以下「書面調査」という。）と

実地により行う場合（以下「実地調査」という。）の2種類があります。次の要領で実施

しますのであらかじめ準備をしておいてください。 

 

（1）調査の実施に関する通知 

機振規程第18条に基づく調査の実施に際しては、事前に本財団より通知します。 

 

（2）調査事項 

補助事業の実施経過及び内容についての関係書類及び収支決算に関する帳票類並び

に取得物件の確認をします。 

 

（3）調査の実施場所等 

【書面調査の場合】 

① 書面調査の場合は、本財団の事務所で実施します。 

② 調査に必要な書類がある場合は、本財団から連絡しますので、提出期限までに必ず

提出してください。 

【実地調査の場合】 

① 実地調査の場合は、原則として補助事業者の事務所で実施いたします。ただし、取

得物件の管理場所が事務所と遠隔の地にある場合は、管理場所においても実施する

ことがあります。 

② 通知文書に記載されている必要書類、証拠書類及び帳簿等については、全て原本を

確認します。 

③ 調査を受けるための準備 

ア．調査当日責任のある回答ができる者及び補助事業に関する実務担当者、経理担当

者等明確に説明できる者が立ち会えるようにしてください。 

イ．補助事業の実施内容及び収支決算に係る書類一切をあらかじめ準備してください。 

ウ．補助事業により取得した物件は、所在場所を明確にしておいてください。 

エ．補助事業により作成した印刷物等は、配布先を明確にして、一覧表等で管理して

おいてください。 

 

（4）補助金の額の確定 

補助事業の実施内容及び収支決算について調査した結果、適正に行われていると認め

たときは、機振規程第18条に基づく補助金の額が確定した旨の通知をします。 
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3．各種申請書の作成要領 

事業者フロントで入力し、ダウンロードしてください。 

（1）補助金交付誓約書 

 

 

 
  

 

 

  

 

 

 

 

     

       

  

          

 

  

   

 

           

 

 

 

 

         

 

    

 

    

 

   

 

   

 

   

 

  

    

 

  

 

 

   

機振規程様式【第 9条関係】 インターネット DL版 

整理番号 2018M－○○○ 
 

自転車等＊機械振興事業に関する補助金交付誓約書 

 

＊オートレースの補助事業の場合は 

「小型自動車等」と記入 

 

  ○○第 ○○号 

平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長         殿 

 〒 

 住 所 

 名 称 

 氏 名 （代表者役職名・氏名）㊞ 

 
平成 30年 4月 1日付け 30JKA機械第 1号をもって補助金交付決定通知を受けた「平成 30年度

〇〇〇〇〇〇補助事業」を行いたいので、「自転車等＊機械振興事業に関する補助事業の選定の
基準及び補助の方法に関する規程」第 9条の規定に基づき、補助金の交付を受諾します。 
 なお、「平成 30 年度○○○○○○補助事業」を実施するに当たって、貴財団より前記事業の
補助を受けることについては、「自転車等＊機械振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補
助の方法に関する規程」、「補助事業実施に関する事務手続要領」及び「補助金交付決定通知」
（平成 30 年 4 月 1 日 30JKA 機械第 1 号）に記載されている諸事項を遵守し実施することを誓約
します。 
 また、貴財団に提出する一切の資料（補助事業の成果物である報告書、研究論文、ポスター・
定期刊行物、建築した施設や取得した物件の画像、動画・写真等）を、貴財団が、貴財団のホー
ムページ並びに国立国会図書館法及び図書館法に定める図書館のうち貴財団が指定したもので
公表することを許諾します。その際、必要な範囲において、複製、公衆送信、素材の修正、改変、
翻案、編集、見出しやキーワードを付加すること、及び第三者の素材と一緒に編集することを了
承します。  

記 

1 事 業 名 〇〇〇〇〇〇事業 

2 補助対象経費総額  ,000円 

3 補助金交付決定額  ,000円 

4 事業の計画         (別添 1)のとおり 

5 事業の収支予算       (別添 2)のとおり 

6 事前計画／自己評価     (別紙)「事前計画／自己評価書」のとおり 

7 当該事業に関し、他の団体に対する補助申請又は補助申請予定の有無 

     (別紙)「事前計画／自己評価書」のとおり 

8 連絡先 

 事業者 

（上記の住所

と異なる場合

のみ記入） 

名称 ○○○○○○○○○○○ 

住所 
〒123-4567 

○○○県○○○市○○○ 

事業者 URL http://www.aaaa-bbbb.cd.jp/ 

事務担当者 

所属部署・役職 ○○○○○ 

氏
フリ

  名
ガナ

 
○○○   ○○○○ 

○○   ○○ 

E-mail eeefffgg1234@ aaaa-bbbb.cd.jp 

電 話 1 勤務先 12345678901 

電 話 2 携帯 1234567890 

F A X 12345678901 

9 添付書類 （別添 3）「添付書類一覧表」のとおり 
 

〈注〉 
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〈注〉貴団体の文書番号及び発信年月日を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

1．平成30年5月31日までに本財団宛に提出してください。（必着） 

2．提出期日を延期する場合は、延期申請書を本財団に提出してください。 

3．辞退する場合は、その理由を付した辞退届を本財団に提出してください。 
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<記載例> 

（別添1） 

補助事業の概要  

事業の実施予定表 

 

〈注〉当該事業の実施予定を機器ごとに表（事業内容別、月別）にまとめてください。 

  

期・月別 

事業項目（段階） 

上   半   期 下   半   期 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

（1）○○分析機器 

 

            

・機種選定 
            

・入札・契約 
            

・納品・検収 
            

 
            

 
            

（2）○○測定機器 
            

・機種選定 
            

・入札・契約 
            

・納品・検収 
            

 
            

 
            

 
            

（3） 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

（4） 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

（5） 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
            

・ 
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※事務手続き説明会でお知らせした担当者のアドレスに、整理番号（2018M－○○○）・補助

事業者名・事務担当者名を明記しメールを送信してください。 

頂いたメール宛に下記（別添2）のデータを返信いたします。 

 

（別添 2） 

 
 

〈注〉・補助金欄は交付決定通知の補助金の限度額を記入してください。 

・自己負担金の調達方法欄には、その原資及び金額を具体的に記入してください。 

 
 

 

〈注〉・原則として交付決定通知に添付した事業経費明細と同じ内容で提出してください。 

・原予算額の補助金合計金額と、交付決定通知書記載の補助金限度額が一致していること

を確認してください。  

機械：公設工業試験研究所等 平成○○年度補助事業収支予算書（収入の部）

（別添　2）

補助事業番号 〇〇〇〇M-○○○

補助事業者名

事業名

１．収入の部

項目 予算額

補助金 （内　容） （単価） × （数量・単位） × （数量・単位） ＝

自己負担金 × × ＝

補助対象経費総額 × × ＝

事業費総額 × × ＝

自己負担金の調達方法

○○○○○○○○○

○○○○○○○○○補助事業

○／○

（別添　2） 平成○○年度補助事業収支予算書（支出の部）
（単位：円）

補 助 金 自己負担金 補助対象経費
（内容）
（単価）

× (数量) × (数量) × (数量) =

（物件費）

機械設備費

合　　計 0 0 0 0                       

（費目）
節

補
助
率

原予算額

公設工業試験研究所等
事業名 ○○○○○○○○○補助事業

補助率補助事業番号

算　　出　　基　　礎

補助事業者名

〇〇〇〇M-○○○

○○○○○○○○○
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（別紙）事前計画／自己評価書 

 ※「事前計画／自己評価書」は（1/5）～（3/5①②）を提出してください。複数の事業項

目がある場合は、その事業項目の数だけ、（2/5）と（3/5①②）のセットが必要です。 
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<注> 要望時に記入した内容を確認してください。 
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〈注〉作成者名、作成日を、西暦で入力してください。 
  

/

2.決定事業

年

年

年

年

3.補助事業実施の必要性(意義)

(1)補助事業が最終的に目指すこと

(2)補助事業の直接的な目的
　補助事業の結果(アウトプット)、成果(アウトカム)の直接的な効果により、達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入し
てください。

補助事業の直接的な目的

○補助事業実施の必要性を目指す社会的課題及び受益者(ニーズ)との関係で整理してください。
　補助事業の結果(アウトプット)・成果(アウトカムにより、(2)の補助事業の直接的な目的を達成し、最終的には、社会的課題
が改善、解消、解決された社会等の状況「目指す姿」の「実現(1)の補助事業が最終的に目指すこと]を図ります。

　社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿(課題が改善、解消、解決等された社会等の状況)を記入してくださ
い

補助事業が最終的に目指すこと(社会的課題の改善、解消、解決等)

社会的
課題の
現状

目指す
姿

アピールポイント

作成日 作成者

委託想定先 1 2 3

円

委
託
比
率

%

補助率

委託事業
の有無

円

委
託
比
率

%
委託調査
の有無

補助金
交付決定額

円
補助対象
経費総額

円

事業費総額
事業コード

継続
要望

計画開始年度 中
断計画年数

要望履歴

無

団体名称

種
別

(1)新規要望

複数年
度要望

経過年数

総計画年数

公益目的事業情報
事業区分のチェックポイントに

沿っていない場合の理由

（沿っている場合は空欄）

事業項目名

種
類

事
業
区
分

当該事業に関し、他の団体に対する補助申請
又は補助申請予定の有無

項番 総事業項目数

補助事業名

事業形態

別紙　ＪＫＡ補助事業 平成〇〇年度 事前計画/自己評価書（２/５）

〈注〉

 社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿(課題が改善、解消、解決等された社会等の状況)を記入してください。 
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<注>各項目の内容について確認してください。 

  

4.補助事業の事前計画

[ ]

(1)受益者
（ニーズ）

事前計画/自己評価書（３/５　①）別紙　ＪＫＡ補助事業 平成〇〇年度

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り
、

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す
。

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

(

４
／
５
～

５
／
５

)

を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

補助事業

(2)事業内容

実施体制

継続の必要
性

事業の発展
性

実施
計画 実施

場所

予算
等 【スケジュール】別添1：補助事業の概要のとおり　【予算】事業経費比較表のとおり

【事業の完了時期】 平成○年○月○
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※斜字部分は記載例です。 

4.補助事業の事前計画

別紙　ＪＫＡ補助事業 平成〇〇年度 事前計画/自己評価書（３/５　②）

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り
、

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す
。

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

(

４
／
５
～

５
／
５

)

を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

補助事業

(3)
達成
目標

[指標] [目標値] [具体的内容]

事業の
実施
結果

導入時期 平成○年12月 平成△年1月から使用できるよう、12月までに導入する。

事業の
成果・
波及

１．利用数（週平均）
２．機器説明参加団体数

１．10件
２．30団体

１．事前に行ったニーズ調査結果により、週平均10件の利用が
見込まれると判断した。
２．県内企業及び周辺地域企業に導入機器の説明会開催を案内
する。

(5)自己評価
の体制

利用者にアンケートを行い、外部有識者（○名）、機器関係者（○名）による評価委員会を開催し、評価を行う。
評価結果についてはホームページ上にて公表する。

１．機関誌掲載回数
２．HP掲載回数
３．○○新聞掲載回数

１．１回
２．２回
３．１回

受益者・関係者及び世間一般へ周知するため、以下の情報発信
を行う。
１．機器導入後、機関誌に新しい機器の紹介記事を掲載し、県
内企業や周辺地域の企業、公共施設等に配布する。
２．機器導入前と後に新しい機器の紹介記事を法人HPに掲載す
る。導入後には併せて説明会の案内も掲載する。
３．機器導入翌月の○○新聞に、新しい機器の紹介記事及び説
明会の案内を掲載する。

競輪・
オート
レース
補助金
による
事業で
あるこ

と

１．機関誌掲載回数
２．HP掲載回数
３．○○新聞掲載回数

１．１回
２．２回
３．１回

１～３
上記の情報発信時には、常にオートレース補助金による事業で
あることを明示する。

(4)
情報
発信

[指標] [目標値] [具体的内容]

事業の
実施
結果

注１

注２

注３
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※各項目の内容について確認してください。 

 

 

 

 

 

 

〈注１〉計画どおり機器を導入できたかを確認するための [指標] 及び [目標値] を設定し

ます。 

 

    [指標] 導入状況を確認する指標を記入してください。 

    [目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

    [具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

〈注２〉機器の利用開始後 1ヶ月程度の利用状況等を確認するための [指標] 及び [目標値] 

を設定します。 

 

    [指標] 機器の利用状況を確認する指標を記入してください。 

    [目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

    [具体的内容] 目標値の設定根拠を記入してください。 

 

〈注３〉下記１．２．の視点で、「事業の実施結果」と「競輪・オートレース補助金による事

業であること」を効果的に伝える広報計画を具体的に記入してください。 

 

    １．受益者・関係者への周知 

    ２．広く世間一般への周知 

 

    [指標] 事業開始から完了報告までに行う事項を簡潔に記入してください。 

    [目標値] 指標に対する目標値を記入してください。 

    [具体的内容] 指標ごとに、目標値の設定根拠や使用する予定の媒体とその媒体を選

んだ理由等を具体的に記入してください。 
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（別添3） 

 

交付誓約書添付書類一覧表 

 

 書 類 名 確認 

1 
<地方独立行政法人のみ> 
印鑑証明書（法人代表者印・原本） 

○ 

2 その他  

   

   

  
※ 添付した書類には、確認欄に「〇」印を付け、番号順に綴ってください。 

 

〈注〉 
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〈注〉発行日から3ヶ月以内のものとしてください。 

 

 

 

【交付誓約に必要な書類】 

名称 様式 具体的名称 取得方法 注記 期限 

交付 

誓約書 

様式 補助金交付誓約書 

事業者フロン

トよりダウン

ロード 

  

平成30年 

5月31日 

(必着) 

別添

１ 

補助事業の概要 

（事業の実施予定表） 

HPより 

ダウンロード 
  同上 

別添

２ 

平成３０年度 

補助事業収支予算書 

事務局より

メール返信 

事務手続き説明会でお知らせ

した担当者のアドレスに、以

下3点を明記しメール送信し

てください。 

・整理番号（2018M-○○○） 

・補助事業者名 

・事務担当者名 

同上 

別紙 事前計画／自己評価書 

事業者フロン

トよりダウン

ロード 

1/5、2/5、3/5①、3/5②が必

要です。 
同上 

別添

３ 

交付誓約書 

添付書類一覧表 

HPより 

ダウンロード 

下記添付書類の一覧表です。 

添付書類の表紙としてくださ

い。 

同上 

添付書類 
印鑑証明書 

（法人代表者印・原本） 
－ 発行から３か月以内 同上 

 

  

・添付書類は左記一覧表を添付の上、補助金交付誓約書と一緒に提出してください。 
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以降は、JKA補助事業ホームページより様式をダウンロードしてください。 

 

 

 

（2）振込依頼届 

  
2018M－○○○ 

補助金の銀行振込依頼届 

 

平成○年○月○日 

 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長         殿 

 

〒 

住 所  

名 称  

代表者名 （代表者役職名・氏名） ○印  

 

公益財団法人JKAから当方に支払われる平成30年度機械振興補助事業の補

助金は、下記の銀行口座へ振込んでいただくようお届けします。 

この届を提出したことにより、下記口座に振込まれた補助金は当方におい

て受け取ったものと認めます。 

なお、この届の内容に変更があった場合は、至急お届けします。 

 

記 

 

振込依頼銀行名          銀行               店  

預 金 種 目    普通預金        当座預金 

店 番 号    口 座 番 号        

口
座
名
義 

漢  字  

フリガナ 
               

               

 

担当者氏名
フ リ ガ ナ

： 

 

連絡電話番号： 

 

〈注１〉 

〈注２〉 

〈注３〉 

〈注４〉 
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なお、事業途中で口座名等の変更があった場合は、表題を「補助金の銀行振込依頼届（変

更）」とし、同様の書式で届け出てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈注１〉金融機関名及び本、支店名を記入してください。 

 

〈注２〉預金種目は該当する預金に○印を記入してください。 

 

〈注３〉 

・店番号を3ケタで記入してください。 

・口座番号を7ケタで記入してください。7ケタより少ない場合は、頭に「0」を付けて7ケ

タにしてください。 

 

〈注４〉 

・口座名義はカタカナ30字以内としてください。（濁点、かっこは一文字扱いで、小文字の

カナ（「ッ」、「ョ」など）は大文字に変換してください。） 

・法人格は略称を記入してください。 

（例）（地独）→チドク）、(一財)、（公財)→ザイ）、（一社）、（公社）→シヤ）、（福）→フ

ク）、（特非）（Ｎ）→トクヒ）、（更）→ホゴ）、（学）→ガク） 

・30字を超える場合は、欄外に続けて記入してください。 
  

1. 交付誓約書と同時に提出してください。 

2．口座は、補助事業専用のものとし、全ての入金（補助金だけでなく自己負担金も

含む）及び支払いは、この口座を経由して行ってください。 

3．従来から補助事業専用の口座として使用している口座を引き続き使用する場合は、

過年度分と混在しないよう、この依頼届を提出する前に残高を「0」にしてくださ
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物件を取得する場合 

（3）標識の送付依頼書 

 

  

※どちらかに○をしてください。 

競 輪・オートレース 

2018M－○○○ 

 

標 識 の 送 付 依 頼 書 

 

平成○年○月○日 

 

公益財団法人 ＪＫＡ 

機械振興事業課 担当者 宛 

 

団体名 

送付先 〒 

 

担当部署 

担当者氏名 

 

 

平成30年度 〇〇〇〇〇〇 補助事業により取得した物件に表示する標識

を下記のとおり送付願います。 

 

記 

 

1 種類及び数量 

 シール特大 （サイズ タテ 12.5cm×ヨコ 18cm） 枚 

 大 （サイズ タテ 6cm×ヨコ7.5cm） 枚 

 中 （サイズ タテ 3.5cm×ヨコ5cm） 枚 

 小 （サイズ タテ 2cm×ヨコ3.5cm） 枚 

 

2 送付希望年月日 

平成  年  月  日ごろ 

 

〈注〉 
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〈注〉標識シールについては、機器・備品等の大きさに見合うサイズの物を必要枚数記入し

てください。 

購入した機器・備品等には全てシールを貼ってください。 

なお、標識の貼付は物件取得直後とし、5年間（管理期間中）は貼付してください。 
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（4）購入業者決定に関する報告書 

 

2018M－○○○ 

 

購入業者決定に関する報告書 

 

 

○○ 第○○号 

平成○年○月○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長         殿 

 

〒 

住 所  

名 称  

代表者名 （代表者役職名・氏名） ○印  

 

補助事業名「平成 30年度〇〇〇〇〇〇補助事業」 

 

上記補助事業の実施にあたり購入業者を決定しましたので、下記のとおり

報告します。 

 

記 

 

1 購入物件名 ①○○分析システム 一式  

        ②○○測定装置 一式  

 

 

2 業者決定の経過 

（1）一般又は指名競争入札の参加業者名及び選定理由（別添１）のとおり 

（2）入札公告日 平成○年○月○日 

（3）入札実施日 平成○年○月○日 

（4）入札実施場所 ○○県○○市○○1丁目 1番地１ 

 ○○○産業技術センター ○○会議室 

 

〈注〉・原則として、一般競争入札を行ってください。指名競争入札の場合は３者以上とし、

参加業者の選定理由について簡潔に記載してください。 

・購入業者の決定報告書は、機振規程第14条に基づく補助事業の状況報告を兼ねており

ますので、速やかに提出してください。 
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3 業者決定の結果 

 

①○○分析システム 

（1）予定価格 ○○○○○円 

（2）価格比較表 （別添 1）のとおり 

（3）落札業者名 （株）○○○○○社 

（4）決定価格 28,440,000円 

 

②○○測定装置 

（1）予定価格 ○○○○○円 

（2）価格比較表 （別添 1）のとおり 

（3）落札業者名 （有）△△△△商会 

（4）決定価格 26,436,544円 

 

4 支払予定表 （別表）のとおり 

 

5 添付書類 （別添 2）購入業者添付書類一覧表のとおり 

 
〈注〉機種選定委員会で設定した入札予定価格を記載してください。  
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（別添１） 
 
1 一般又は指名競争入札の参加業者名及び選定理由 

 
①○○分析システム 

参加業者 
（株）○○○○○社 
・・・・（株） 
・・・・・（株） 

 
選定理由 

 
 
 
 

②○○測定装置 
参加業者 
（有）△△△△商会 
（株）・・・・・ 
・・・・・（株） 

 
選定理由 

 
 
 
 
2 入札価格比較表 

①○○分析システム （単位：円） 

回数 

参加業者名 
１回 回 回 結果 

① ○○分析システム    

（株）○○○○○社 28,440,000   ※落札 

・・・・（株） 29,000,000    

・・・・・（株） 29,320,000    

 
 ②○○測定装置 

回数 

参加業者名 
１回 回 回 結果 

○○測定装置    

（有）△△△△商会 26,436,544    

（株）・・・・・ 26,852,000    

・・・・・（株） 27,945,600    
 

 

〈注〉２回目以降入札を行うのは、以下の場合に限ります。 

・最低入札価格を入札した業者が複数であるとき。 

・いずれの業者の入札価格も入札予定価格に達しないとき。 
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予
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だ
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〈
注
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ん
。
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提出した書類には確認欄に○印を付け、番号順に綴ってください。 
 
  

（別添２） 

 
購 入 業 者 決 定 に 関 す る 報 告 書 添 付 書 類 一 覧 表  

 
番号 書    類    名 確認 

1 売買契約書 コピー ○ 

2 入札関係書類 コピー ○ 

3 仕様書 コピー可 ○ 

4 機種選定委員会報告書等 コピー ○ 

    

    

    

    
 

〈注〉 



 

- 31 - 

 

 

 

 

 

 

 

〈注〉 落札しなかった業者も含め、全ての入札書等も添付してください。代理人に

よる入札の場合は委任状も添付してください。
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（5）精算払申請書 

  

 

機振規程様式【第21条関係】 

2018M－○○○ 

自転車等＊機械振興補助金の精算払申請書 

＊オートレースの補助事業の場合は

「小型自動車等」と記入 

 

○○ 第○○号 

平成○年○月○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長        殿 

 

〒 

住 所  

名 称  

代表者名 （代表者役職名・氏名） ○印  

 

 

補助事業名「平成30年度 ○○○○○○ 補助事業」 

 

上記補助事業について、「自転車等＊機械振興事業に関する補助事業の選定

の基準及び補助の方法に関する規程」第 21条第 1項の規定に基づき下記のと

おり精算払いの方法により補助金の支払いを申請します。 

 

記 

 

1 補助金支払申請額       ○,○○○,○○○ 円 

2 補助金の支払いの対象となるもの 

  別紙 支払明細書のとおり 
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〈注〉申請する補助金額を１円単位まで記入してください。 
 

1．補助金支払時期

・補助事業の完了日から2ヵ月以内に完了報告書の提出が必要となるので、事業

完了後速やかに精算払申請をしてください。 

・申請書の受付から補助金の支払いまでは通常2～3週間の期間を要します。（書

類が整っていない場合さらに時間を要しますので、十分な時間的ゆとりをもっ

て申請してください。） 

 

2．証拠書類 

・支払いを証明できる証拠書類のコピーを申請書に添付してください。 

・請求書、領収書等は、年月日、住所、氏名、内訳等必要事項が判別しやすい状

態にしてください。 

・証拠書類は、Ａ4判の大きさに綴って提出してください。 

 書類…納品書、検収書、請求書、振込受付書、領収書等。 

 写真…物件（補助標識の表示が確認できるもの）等。 

 

3．申請時の注意事項 

（1）精算払申請時には、自己負担金相当額以上を支払済にしてください。 

（2）複数機器を導入する場合、支払金額が予定額より低くなったとしても、他

の機器への流用はできません。 
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 （
別
紙
）

 
 

支
払
明
細
書

 
 
 
(
1
)
 支

払
明
細
表
〈
注

１
〉
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（
単
位
：
円
）

 

機
 器

 名
 

補
助
率

 
原
 
予
 
算
 
額

 
補
助
金
支
払
申
請
額

 
補
助
金

 
自
己
負
担
金

 
補
助
対
象
経
費

 
補
助
金

 
自
己
負
担
金

 
事
業
費
総
額

 

①
○
○
分
析
シ

ス
テ
ム

 
2
/
3 

2
0
,
0
0
0,
0
0
0 

1
0
,
0
0
0,
0
0
0 

3
0
,
0
0
0,
0
0
0 

1
8
,
9
6
0,
0
0
0 

9
,
4
8
0
,0
0
0 

2
8
,
4
4
0,
0
0
0 

②
○
○
測
定

装
置

 
2
/
3 

2
0
,
0
0
0,
0
0
0 

1
0
,
0
0
0,
0
0
0 

3
0
,
0
0
0,
0
0
0 

1
7
,
6
2
4,
3
6
2 

8
,
8
1
2
,1
8
2 

2
6
,
4
3
6,
5
4
4 

合
 
 
計

 
 

4
0
,
0
0
0,
0
0
0 

2
0
,
0
0
0,
0
0
0 

6
0
,
0
0
0,
0
0
0 

3
6
,
5
8
4,
3
6
2 

1
8
,
2
9
2,
1
8
2 

5
4
,
8
7
6,
5
4
4 

  (
2
)
 
業
者
別
支

払
状

況
表
〈
注
２
〉

 
支
 

払
 
先

 
日
付

 
請
 
求
 
額

 
日
付

 
支
 
払
 
額

 
未
 
払
 
額

 
補
助

金
申
請
額

 

㈱
〇
〇
〇
〇
〇
社

 
1
0
/
5 

2
8
,
4
4
0,
0
0
0 

1
0
/
6 

2
8
,
4
4
0,
0
0
0 

0
 

1
8
,
9
6
0,
0
0
0 

 
 

 
 

 
 

 

○
○
○
○
㈱

 
2
/
5 

2
6
,
4
3
6,
5
4
4 

2
/
6 

2
6
,
4
3
6,
5
4
4 

0
 

1
7
,
6
2
4,
3
6
2 

合
 
 
計

 
 

5
4
,
8
7
6,
5
4
4 

 
5
4
,
8
7
6,
5
4
4 

0
 

3
6
,
5
8
4,
3
6
2 

  
 〈

注
１

〉
補

助
金
支
払
申
請
額
は
、
購
入
業
者
決

定
報
告
に

記
載

さ
れ

た
内
容

と
同
額
に

な
り

ま
す

。
 

〈
注

２
〉
請

求
書
、
預
金
口
座
振
替
に
よ
る
振
込

受
付
書
（

金
融

機
関

の
発
行

し
た
も
の

）
の

日
付

、
金
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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精算払申請書証拠書類一覧表 

 

番 号 書 類 名 確 認 

1 納品書 コピー ○ 

2 検収書 コピー ○ 

3 請求書 コピー ○ 

4 預金口座振替による振込を証明できるもの コピー ○ 

5 領収書（物品納品業者の発行したもの） コピー ○ 

6 機器の写真 

（標識シールの添付が確認できるのもの） 
カラー ○ 

7 その他 
 

 

  
 

 

 

 

 

※提出する書類には、確認欄に○印を付け、機器ごとに番号順に綴ってください。 
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（6）完了報告書 
 

機振規程様式【第16条関係】 

2018M－○○○ 

 

自転車等＊機械振興補助事業の完了報告書 

＊オートレースの補助事業の場合は 

「小型自動車等」と記入 

 

○○ 第○○号 

平成○年○月○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長         殿 

 

〒 

住 所 

名 称 

代表者名 （代表者役職名・氏名）㊞ 

 

補助事業名「平成30年度 ○○○○○○ 補助事業」 

 

上記補助事業は、平成○年○月○日完了したので、「自転車等＊機械振興事

業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程」第16条の規

定に基づき、下記書類を添えて報告します。 

 

記 

 

1 事業の実施内容及び成果に関する報告書（別紙1） 

 

2 事業の収支決算に関する報告書（別紙2） 

 

3 取得物件に関する報告書（別紙3） 

 

4 事前計画／自己評価書（別紙4） 

 

5 （1）補助事業概要の広報資料（別紙5） 

 （2）補助事業広報テンプレート［短冊型］（別紙6） 

 

〈注１〉 

〈注２〉 
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〈注１〉最終物件の検収日を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈注２〉事業完了後、自己評価（1回目）を実施し、「事前計画／自己評価書（4/5）（5/5）」

を作成の上、交付誓約時に提出した（1/5）～（3/5①②）及び「評価過程の記録」

とともに添付してください。 

※詳しくは、別冊「評価要領」を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1． 補助事業完了後2ヶ月以内に提出してください。 

2． 以下の書類は、データでも提出してください。（ＰＤＦは不可） 

・事前計画／自己評価書（1/5）～（5/5） ························· 〈注２〉 

・補助事業取得物件報告書 ········································· P.41 

・補助事業概要の広報資料 ········································· P.42 

・補助事業広報テンプレート［短冊型］ ······························· P.46 

3．補助金を受領してから完了報告書を提出してください。 
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<記載例> 
 

〈注〉事務手続関係と事業関係に分類し、それぞれ以下の項目について記入してください。 

  (1)事務手続関係 

・本財団との事務手続を記入してください。（書類の受理及び提出） 

・本財団発信年月日を（  ）内に記入してください。 

 (2)事業関係 

  ・事業の進捗状況 

  ・業者との間で行われた入札、契約、納品、請求等 

  ・最終物件の検収日が報告書に記載した事業完了日となっているか確認してください。 

（別紙1） 

事業の実施内容及び成果に関する報告書 

 

1 事 業 名 

 平成30年度 ○○○○○○ 補助事業 

 

2 事業の実施経過 
 （1）事務手続き関係 

 平成○年 ○月○日 交付決定通知書受理（4月1日付） 

 ○月○日 交付誓約書・振込依頼届提出 

 ○月○日 購入業者決定に関する報告書提出 

 ○月○日 精算払申請書提出 

 ○月○日 補助金受領（○,○○○,○○○円） 

 （2）事業関係 

① ○○分析システム 

 平成30年 ○月○日 第1回○○機種選定委員会開催 

                  ○月○日    入札公告日 

 ○月○日 入札説明会開催 

 ○月○日 入札実施 

 平成31年 ○月○日 購入契約締結 

 ○月○日 納品、検収 

 

②  ○○測定装置 

 平成30年 ○月○日 第1回○○機種選定委員会開催 

                  ○月○日    入札公告日 

 ○月○日 入札説明会開催 

 ○月○日 入札実施 

 平成31年 ○月○日 購入契約締結 

 ○月○日 納品、検収 
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3 実施内容及び成果 

 （1）実施内容 

   ① ○○分析システムの導入 

○○分析システムは○○を測定・分析する装置である。この機

器を導入することにより、電子機械工業のＩＣ基盤等部品の受託

検査に使用され、地域の中小機械工業の製品・部品の性能の向上

や標準化に役立つ。 

 

   ② ○○測定装置の導入 

 

 

  （2）成 果 

   ① ○○分析システムの導入 

この機器を導入したことにより、これまでの機器では対応でき

ない、測定・試験が可能となった。 

 

   ② ○○分析システムの導入 

 

 

4 事業実施に関して特許権、実用新案権等を申請又は取得したときはその内容 

 ○○○○○○○○○、○○○○○○○○○○○○。 

 

5 今後予想される効果 

   ① ○○分析システムの導入 

○○試験に対応でき、電機機械分野における製品の高付加価値化・ 

差別化が図れる。また、地域の中小企業に対しては利用価値があり、 

コストダウン等大いに役立つことが予想される。 
 

   ② ○○測定装置の導入 

 
 

 

〈注１〉事業の実施した内容を具体的に記入してください。 

〈注２〉該当があれば記入し、該当がなければ「該当なし」と記入してください。 
  

〈注１〉 

〈注２〉 
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  <
記

載
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> 
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別
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載
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（別紙 5）補助事業概要の広報資料 

 

補助事業番号 2018M-○○○ 

補助事業名 平成３０年度 ○○○○○○○○ 補助事業 

補助事業者名 ○○○県 

 

1 補助事業の概要 

 

 

2 予想される事業実施効果 

 

 

3 本事業により導入した設備 

①★★★★★★★★★★★分析システム（http://www.abcd.jp/ef/bunseki.html/） 

導入した機器の内容を簡潔にまとめ、5行以内を目処に記入をしてください。 

機器の写真を必ず貼付してください。 

 

 

 

 

 

キャプション 

設置場所：【○○県○○○工業センター○○○】 

 

 

②本事業に係る印刷物等 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆機関紙（http://www.abcd.jp/ef/houokoku.pdf/） 

  

 

  

  

 
  

補助事業者ホームページ内の補助事業紹介ページ

URLをハイパーリンクしてください 

例）導入機器に係る 
写真等 

補助事業者が発行する印刷物（機関紙・活動

報告パンフレット等）において、導入機器の紹

介を行った場合は、当該ページの写真を表示し

てください。 導入機器紹介誌面 

http://www.abcd.jp/ef/bunseki.html/
http://www.abcd.jp/ef/houokoku.pdf/
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4 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名：○○県○○○○工業センター（フリガナ） 

住 所：〒○○○-○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

代 表 者：役職名 ○○○○○（フリガナ） 

担当部署：○○○○（フリガナ） 

担当者名：役職名 ○○○○○ （フリガナ） 

電話番号：○○○○-○○-○○○○ 

F A X：○○○○-○○-○○○○ 

E - m a i l：   @   .or.jp 

U R L：補助事業者ホームページのURL 

  

補助事業者の問い合わせ専用アドレ

スを記入してください。 
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1．補助事業概要の広報資料作成にあたっては、記載要領（P.45）左欄に示す内容に従って、

事業の目的、実施内容等を記載してください。 

2．作成する事業概要は、Ａ4サイズで3～4枚程度を目処として作成してください。 

※様式についてはJKA補助事業ホームページよりダウンロードしたものを用いてください。 

3．補助事業者ホームページに記載する内容については、記載要領（P.45）右欄に示す内容に

基づき作成し、公表してください。 

4．作成時は、下記【注意事項】を厳守してください。 

なお、不具合が生じた場合には本財団において修正を加える場合があります。 

5．掲載期間は原則として、5年間（管理期間中）とします。 
 

【注意事項】 

・補助事業内容（事業項目、項目内テーマ）ごとにリンクを貼ってください。 

（ハイパーリンク又は当該ＵＲＬを明記） 

・書式、様式について 

ファイル形式 ：Microsoft Word 

用紙サイズ ：Ａ4 縦長 

文字入力方向 ：横書き 

フォント ：文字は全て全角のＭＳゴシック 

 英数字と記号は、全て半角 

フォントスタイル ：標準 

フォントサイズ ：10.5pt 

余 白 ：上 35㎜・下 30㎜・左 30㎜・右 30㎜  

印刷制御文字列 ：上付き文字、下付き文字（ルビ）は、使わずに後ろに 

（ ）書きにしてください。 

ページ数 ：各ページのページ下部・中央に入れてください。 

・表組データについて 

表データは、文書内に直接作成してください。 

・写真（デジタルデータ）について 

JPEG データ形式でワードに貼りつけてください。 
 
  

補助事業概要の広報資料は、JKA補助事業ホームページに掲載し、競輪・オートレースの

補助を受けて実施したことを広く一般向けに広報することを目的としています。 

一般の閲覧者に理解してもらえるように、解りやすい記述でまとめることに留意してく

ださい。 
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記載要領 

補助事業概要の広報資料  補助事業者のホームページにおける公表 

1 補助事業の概要   

補助事業を実施する目的と併せて実施した事業

の概要を簡潔にまとめて記述してください。 

 

 

 ・実施した事業の背景、当該補助事業実施対象

分野についての現状認識・取り組むべき課

題、具体的なねらい、実施の意義、必要性、

期待される効果等を具体的に記載してくだ

さい。 

・実施した事業の内容を具体的に記載してくだ

さい。 

・機器を導入したことにより、どのような結果

が得られ、どのような分野で役立つかといっ

た成果等について具体的に記載してくださ

い。 

 

 

 

2 予想される事業実施効果 

  

事業実施の成果が、今後、どのように波及して

いくことが期待されるか、事業成果が今後何に

つながっていくのか事業実施効果を簡潔にまと

めて記述してください。 

 同左 

 

 

3 本事業により導入した設備 

  

本事業により導入した設備を機器ごとに説明

し、設置場所を記載してください。 

また、補助事業者が発行する印刷物（機関紙・

活動報告パンフレット等）において、補助事業

の紹介等を行った場合は、当該ページを写真等

で可能な限り可視化してください 

 本事業により導入した設備を機器ごとに説明

し、設置場所を記載してください。 

また、補助事業者が発行する印刷物（機関紙・

活動報告パンフレット等）において、補助事業

の紹介を行った場合は、当該印刷物のPDFデー

タを公開してください。 

 

 

4 事業内容についての問い合わせ先 

・補助事業者の団体名、住所、代表者、担当者名、電話等は、工業試験場（センター）のものを記

載してください。なお、担当者は一般からの問い合わせに応じる窓口担当者を記載してください。 
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（別紙 6）補助事業広報テンプレート［短冊型］ 

本財団が行っているテレビ、日刊紙やスポーツ紙等の各媒体において、補助事業の紹介（事

業紹介の内容例参照）を行う上で必要となる次の情報の提出をお願いします。 

（※様式についてはJKA補助事業ホームページよりダウンロード可能な「補助事業広報テンプ

レート［短冊型］」を用いてください。） 
 

＜情報の内容＞ 

①補助事業の活動名……（例）公設工業試験研究所等の機械設備拡充 

②内容・効果等について具体的に分かりやすく説明した文章（100字以内） 

……（例）クロマトグラフ分析装置を導入し、… 

③正式団体名称・府県…（例）○○県立産業技術センター 

④事業紹介写真…………上記②の文章とセットで公開するに相応しい精細な写真を

JPEGデータ形式で貼りつけてください。 

※広報資料及び広報テンプレート［短冊形］で使用した画像自体のデータ（JPEG形式）

を併せて提出してください。 

 

事業紹介の内容例 

競輪は様々な分野の事業を応援しています。 
 

 
 

 
  

クロマトグラフ分析装置を導入し、○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○を目指しています。 

公設工業試験研究所等の機械設備拡充 

○○県立産業技術センター ／ ○○県 

① 

② 

③ 
④ 
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完了報告書添付書類一覧表 

 

番号 書 類 名 確認 

1 事業成果の公表 コピー可 ○ 

2 その他   

  
 

 

  
 

 

 

添付した書類には確認欄に○印を付け、番号順に綴ってください。 

 

 

 

 

〈注〉事業成果の公表を行ったことが分かるものを添付してください。 

例……掲載新聞のコピー（新聞名、日付の分かるもの）、ホームページ（プリントアウ

トしたもの）、機関紙等。 

（交付誓約書提出時に「事前計画／自己評価書（3/5②）」の「情報発信」欄に記入し

た内容に基づき行ったものは、必ず添付してください。） 

 

なお、公表に際しては、競輪の補助を受けた場合は「競輪」、オートレースの補助を

受けた場合は「オートレース」の補助で実施した旨を明記してください。 

完了報告書提出期限内に整わない場合には、提出できない理由及び提出予定期日を

記入してください。（「事前計画／自己評価書（4/5）」の該当欄にも記入してください。） 

また、後日必ず不足分を提出してください。 

 

 

  

〈注〉 
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（7）事業成果の公表について 

① 著作権について 

著作権（複製権、放送権、公衆送信権等）は、事業を実施した団体に帰属します。 

② 著作物の利用の許諾について 

ア．著作権者は、他人に対し、その著作物の利用を許諾することができます。 

イ．前項の許諾を得た者は、その許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において、そ

の許諾に係る著作物を利用することができます。 

ウ．ア．の許諾に係る著作物を利用する権利は、著作権者の承諾を得ない限り、譲渡

することはできません。 

エ．著作物の放送又は有線放送についてのア．の許諾は、契約に別段の定めがない限

り、当該著作物の録音又は録画の許諾は含みません。 

オ．著作物の送信可能化についてア．の許諾を得た者が、その許諾に係る利用方法及

び条件（送信可能化の回数又は送信可能化に用いる自動公衆送信装置に係るもの

を除く。）の範囲内において反復して又は他の自動公衆送信装置を用いて行う当該

著作物の送信可能化については、著作権法第23条（公衆送信権等）第1項の規定は

適用しません。 

カ．著作物の全文データベース化及びホームページを含む補助事業広報における閲覧、複

製を許諾します。 

キ．その他、成果物をより広く社会に対し活用を図るために必要な権利については、

必要に応じて事業を実施した団体と本財団の間で協議の上決定します。 

③ 公表の方法及び期間について 

ア．JKA補助事業ホームページでは、原則として事業完了後より継続して公表します。 

イ．補助事業者のホームページでは、原則として5年間（管理期間中）公表することと

します。 

④ 電子データ提供に関する注意事項 

ア．提出された電子データは、原則として内容を編集することなくJKA補助事業ホーム

ページで公開します。従って、公開に際して許諾等が必要なものに関しては、補

助事業者の責任において事前に取得しているものとし、公開後いかなる問題が発

生しても本財団はその責任を負わないものとします。 

イ．ホームページで公開する際に、本財団が事業成果の目的を損なわないと判断する

範囲において、編集・加工する場合があります。 

⑤ 上記①～④の内容については、補助事業者が本財団へ提出する「補助金交付誓約書」

をもって同意するものとします。 
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補助事業者の情報に変更があった場合 

 

 

（8）変 更 届 

 

26－○○○ 

27－○○○ 

28－○○○ 

2017M－○○○ 

2018M－○○○ 

 

 ○ ○ ○ 変 更 届 

 

○○ 第○○号 

平成○年○月○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長        殿 

〒 

住 所 

名 称 

代表者名 （代表者役職名・氏名）○印  

 

○○○ を下記のとおり変更しましたので、お届けします。 

 

1 変更の内容 

新 

 

旧  

 

 

2 変更日 

平成   年   月   日 

 

 

3 変更の理由 

 

 

4 添付書類 

（1） 

（2） 

（3） 

  

〈注２〉 

〈注３〉 

〈注４〉 

事業者フロントで入力し、JKA 補助事業ホームページより様式をダウンロードしてください。 

〈注１〉 
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〈注１〉過去5年間のうち補助事業が複数ある場合は、全ての整理番号を併記してください。 

 

〈注２〉○○○には変更となる「名称」、「住所」、「代表者」等を記入してください。 

 

 

〈注３〉 

・「法人格」「法人名称」の変更 

・「代表者名」の変更 …新しい代表者名にはフリガナを付けてください。 

・「住所」の変更 ………ビル名が有る場合は、ビル名と部屋（フロア）番号まで明記して

ください。 

 

 

 

 

〈注４〉 

 ・地方独立行政法人のみ提出してください。それ以外は「該当なし」と記入してください。 

1．法人名称変更の場合 

（1）法人登記簿謄本（原本） 

（2）印鑑証明書（法人代表者印・原本） 

2．法人住所変更の場合 

法人登記簿謄本（原本） 

（住居表示変更の場合は、官公署の証明書） 

3．法人代表者変更の場合  

（1）法人登記簿謄本（原本） 

（2）印鑑証明書（法人代表者印・原本） 

（3）代表者の経歴書 

 

 

 

1．本財団へ届け出た補助事業者の名称・住所（郵便番号）・住居表示、代表者及び法人

印に変更があった場合は、事業者フロントにて団体情報の修正を行った後、速や

かに提出してください。 

2．変更届は、補助事業完了後であっても管理期間中（補助事業の完了日の属する年

度の翌年度から５年間）は提出してください。 

3．法人が解散したことにより清算期間に入った場合は、代表清算人が新代表者とな

りますので、変更届の提出が必要となります。 

 

発行日より 3ヶ月以内のもの 
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50万円以上の物件を取得した場合 

（9）取得物件の管理に関する誓約書 
 

機振規程様式【第19条関係】 

2018M－○○○ 

 

自転車等＊機械振興補助事業 

取得物件の管理に関する誓約書 

＊オートレースの補助事業の場合は 

「小型自動車等」と記入 

 

○○ 第 ○○ 号 

平成○年○月○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長        殿 

 

〒 

住 所 

名 称 

代表者名 （代表者役職名・氏名）㊞ 

 

 

「平成30年度 ○○○○○○ 補助事業」により取得した物件について、「自

転車等＊機械振興事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関す

る規程」第19条の規定に基づき、平成○年○月○日付け ○○第 ○○ 号

に記載されている諸事項を遵守して管理することを誓約します。 

 

 

  

〈注〉 
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〈注〉確定通知書に記載された本財団の文書番号を記入してください。 

 

  

・「補助金確定通知書」を受理してから、1ヵ月以内に提出してください。 

・補助事業取得物件報告書（完了報告書の別紙３）の様式（P.41）を用い、表題を「補

助事業取得物件一覧」として作成し、添付してください。 
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50万円以上の物件を処分する場合 

（10）取得した物件の処分に関する承認申請書 

機振規程様式【第23条関係】 

2018M－○○○ 

 

自転車等＊機械振興補助事業により 

取得した物件の処分に関する承認申請書 

＊オートレースの補助事業の場合は 

「小型自動車等」と記入 

 

○○ 第 ○○ 号 

平成○○年○○月○○日 

公益財団法人 ＪＫＡ 

会 長         殿 

〒 

住 所  

名 称  

代表者名 （代表者役職名・氏名）㊞ 

 

 

補助事業により取得した物件を ○○ したいので、「自転車等＊機械振興

事業に関する補助事業の選定の基準及び補助の方法に関する規程」第23条第3

項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。 

 

記 

 

1 処分の理由 

2 処分を希望する物件の名称、型式及び数量 

別紙のとおり 

3 処分の相手先の住所、氏名 

4 処分の条件 

5 添付書類 

 

〈注２〉 

〈注３〉 

〈注４〉 

〈注５〉 

〈注１〉 
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〈注１〉右上の整理番号は、該当する事業年度の番号を記入してください。 

 

 

〈注２〉○○には、上記2．（1）～（6）のうち該当する処分の名称を入れてください。 

 

 

 

 

 

 

 

〈注３〉補助事業取得物件報告書（完了報告書の別紙3）の様式（P.41）を用い、表題を「処

分を希望する物件の一覧」として、処分の対象となる物件を記入の上、添付してく

ださい。 

 

〈注４〉処分の相手を具体的に記入してください。 

（改造及び廃棄の場合は、「なし」と記入してください。） 

 

〈注５〉申請事由を証明する書類は、処分の内容によって異なりますが、処分を行うことが

決定されたことを確認できる議事録等、その他必要と思われる書類を添付してくだ

さい。 

 

1．管理期間中（補助事業の完了日の属する年度の翌年度から5年間）における補助物

件の処分は、事前に本財団に相談し、承認を得たのち実施してください。 

2．処分の種類 

（1）譲渡……法人解散、法人分離等により譲渡する場合。 

（2）交換 

（3）貸付 

（4）担保……他から資金融資を受けるために担保にする場合。 

（5）改造……補助事業取得物件に改造等を実施し、取得した時の状況を変える場合。 

（6）廃棄……廃棄する場合。 
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問い合わせ先 

 

 

〒108-8206 東京都港区港南一丁目２番７０号 

         品川シーズンテラス２５階 

［補助事業部］機械振興事業課 
TEL:０３－４２２６－３５０５  

問い合わせ時間 平日の 9時30分 から 12時まで 

13時    から 17時30分まで 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益財団法人 JKA 

JKA補助事業ホームページアドレス 

http://hojo.keirin-autorace.or.jp 
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